
平成 17 年度第 1 回京都市政策評価制度評議会摘録  
  
日時 平成１７年４月１２日（火） 午後３時００分～４時３５分 
 
場所 京都ロイヤルホテル ２階  「翠峰の間」        
１ 開会 
 
２ あいさつ 
 
３ 議事 
 
（１）平成１７年度の政策評価 
 
【新川会長】 
  本日の議事として，「平成１７年度の政策評価」，「市民生活実感調査」という２つのテ

ーマが上っている。 
 
当評議会から平成１６年度の評価結果を受けていろいろ意見を申し上げたという経過も

あり，その意見を受けて制度を改善されたということである。今回はその実施方針を示し

ていただけるということなので，まずは議事（１）について事務局から説明をお願いする。 
 
【事務局】 
  別紙１及び資料 1 等により説明（略） 
 
【事務局】 
  資料 3 により説明（略） 
 
【事務局】 
  今説明申し上げた以外にも，評議会からの意見で，「政策の評価結果を見ながら施策の

評価結果を見られるよう工夫するよう」という指摘があったが，これについては，平成

１７年度の評価結果において改善を図っていきたい。 
 
【河村委員】 
 基本的によくなったと思う。こちらから出したいくつかの意見を十分反映していると思

う。 
【山岡委員】 
 他の都市に比べて，京都市はかなりよくやっているということであるが，どうなのか。 
 



【新川会長】 
 ここまで体系的にやっているところはほとんどない。事務局のほうで把握しているか。 
 
【事務局】 
 事務事業評価はかなりの都市で行っているが，政策評価も含め，他に体系的にやってい

る都市は少ない。 
 
【新川会長】 
 都道府県，政令指定都市，あるいはそれ以外の大都市も含めて，ここまでやっていると

ころはないと思う。 
 
【木田委員】 
目標値というのは，直接各部局から上がってきた数値なのか。 
 
【事務局】 
 基本的には各局との調整ということでやっている。若干，指標によってばらつきがある

というのも各局が決めたことによる。 
 
【前田委員】 
 目標値は，京都だけの独自の目標値なのか，他の県等と比較した目標値なのか。 
 
【事務局】 
 目標値は，各施策とも京都市が持っているそれぞれの目標である。 
 
【前田委員】 
 達成率が低かったので高めにするという説明があったが，その目標値自体が低かったの

か。 
 
【事務局】 
 そうである。適正な基準を設けるということを，先ほど説明申し上げたが，昨年の本格

実施でも一昨年の試行でもＡ評価になったということは，少し目標値自体が低いのではな

いかという判断をし，設定基準を上げてもう少し厳しい評価をしようというものである。 
 
 目標値自体，政策評価のためだけというのではなく，例えば，昨年度策定した第２次推

進プランは，できるだけ多く目標値を設定しようと取り組んで設定したものであり，その

中の目標値を採用するとか，また，各分野別の計画に上げられている数値について採用す

るというような形で，目標値を設定している。 
 



【新川会長】 
  改善点について，いくつか意見をいただいた。 
 
 意見１「施策の成果をより客観的に表すアウトカム指標の採用」については，やはり，

もっとアウトカム指標に組みかえていってほしい。なかなか最適なアウトカム指標が何か

ということも私たち自身もよくわからないというところがあるが，やはり努力はしなけれ

ばいけないと思っているので，今後とも，各局の担当者も含めてアウトカム指標の開発に

ついてはさらに努力をしてほしいと考えている。 
 
 また，「指標に応じた適切な評価基準の設定」については，先ほどの意見にもあったよう

に，できるだけ客観的な評価基準というのが設定できるようにしてほしい。既にこの数年

の試行も含めて経験があるので，改めてどういう基準で考えたらよいのかということにつ

いて，今年は全庁的な何らかの評価基準というのができるとありがたいと思う。 
 
 また，「より適切な目標値の設定」については，これまでの総合計画や分野別の計画，施

策等々で掲げた目標値があると思う。一方では，そのような目標値が定められていないも

のがあり，新たに目標設定する場合は，当然，目標値を設定しにくい状況があることは理

解できる。 
 
 しかし，せっかく目標値を定め，それに基づいて活動しようということだから，やはり，

目標値を定める努力ということはぜひやらないといけないと思う。その際に，ただ目標値

を決めろと言われても，それぞれの所属ではなかなか決めかねるということがあると思う。

政策評価の担当者の側からも，目標値の決め方としてどういうやり方があるのか，これま

での目標値の設定なども参考にしながら，全庁的に少し基準のようなものを出すことで，

各局でもより目標値を設定し易いようにならないだろうかと思う。 
 
 意見２「評価の対象について」は，全体としてわかりやすくなるということもあり，施

策を一括して評価をするということはあっていいと思う。一方で，政策，施策，事務事業

の背景ということを考えてみたときに，それぞれの評価の書きぶりとして，本当にわかり

やすいかということについては，配慮がほしい。もちろん，重なる部分があり，共通の指

標が多いから，一括して評価できるということはあるが，それぞれの施策の持っている特

徴というものもあるかもしれない。それをどういうふうに表現するのかというのは課題に

なると思う。わかりやすさと，一方では施策の体系との関係があり，そもそも評価のため

の施策の体系になっていないので整理はしにくい。これら説明ができるようにしてほしい。 
 
 意見３「政策評価の活用について」，今年の改善点についてはこれで結構であるが，１６

年度の評価結果を踏まえて，ぜひ１７年度は「こういう改善を加えて，そしてその上で１

７年度の評価をこうしていく」というような観点を全庁的に考えてほしい。これらを情報



として提供してもらえると，この評価が活用されているなということが実感としてもわか

るのではないかと考える。 
 
【山岡委員】 
 細かいことだが，資料１の６ページの２２３２に「起業家学校等の創業率」というのが

あるが，「３０」という目標値はインキュベーション施設から出た，創業したものだけを上

げているのか。 
 
 また，全国の創業実現率（創業者÷創業希望者）とはどういうことか？ 
 
【山岡委員】 
 例えば１円起業というようなことで開業して，成果が上がっていなくても法務局で登記

されたものをいうのか，それとも，いわゆるデイ起業でもいいのか，京都市外でもいいの

か，それから，いわゆる大学の任意の創業でもいいのかとか，いろいろ定義があると思う。 
 
【新川会長】 
 １６年度だと，京都起業家学校の女性起業家セミナーの修了生のうち，実際創業した方

が占める率ということで，「３０」という数字が目標値として出ている。 
【事務局】 
 創業の明確な客観的な定義というのではないが，この指標の説明としては，起業家人材

を育成するために京都市で行っている京都起業家学校や京おんな塾の修了生のうち，実際

に創業した者が占める比率である。 
 
【山岡委員】 
 起業家学校か？起業家や学校ではなくて，起業家学校という１つの学校か？ 
 
【事務局】 
 そうです。 
 
【新川会長】 
 難しいが，やはり目標値をつくってもらわないと評価が難しいということもあるので，

頑張ってやってほしいと思う。 
 
 次に，市民生活実感調査についてである。まずは事務局のほうから，説明をよろしくお

願いする。 
 
（２）市民生活実感調査について 
 



【事務局】 
 資料４，資料５により説明（略） 
【新川会長】 
 設問の変更点について，説明をいただいた。何か気づいた点，意見あるいは質問があれ

ばお願いする。 
【山岡委員】 
 資料５の設問１７は，ゆとり教育に対して疑問を生じたのか，「ゆとりを感じる。」のは

やめたのか。 
【事務局】 
 教育委員会との調整の中でそのようにした。 
【新川会長】 
 昔はゆとりがよかった。今はゆとりがなくなってきた。変といえば変である。 
【山岡委員】 
 「～した」と過去形に変えたのもある。過去形とかｉｎｇとか，いろいろ苦労している。 
【木田委員】 
 資料４の１番と２番について，前は，両方とも情報を意識して，「情報が活用しやすい」

というのが設問に入っていたが，改正案のほうを読んだら２つともそれが読み取れない。

これは何か特別意味があるのか。単にまとめたとは思えない。 
 
【事務局】 
 指摘の情報化の点についてだが，基本計画策定時，特にＩＴがまだ普及していない段階

で，情報化に係るいろいろな施策を別立てし，基本計画に掲げて推進していこうというこ

とになったのだが，時間の経過を経て，情報通信や情報化については相当進んだ結果，現

在では，下段の施策が上段の施策の目的を実現するための手段という形になってしまって

いる。このような事情から今指摘のとおり，情報化については一括で評価することを提案

している。 
 
【河村委員】 
 私も今の鈴木課長の話と同意見で，情報というものがインフラとしてある程度整備され

てきたので，それをことさら質問に立てなくてもいいというところには賛成である。例え

ば，資料４の整理番号１番は，情報通信技術が役立っているということをことさら聞かな

くても，ある程度はっきりした手段なのでいいかと思う。 
 
 それは整理番号３番でも同じことが言える。「機会を通じて」というのはあくまで手段で

あって，目的は健康づくりに取り組むということが目的なのでこれでいいと思う。 
 
しかし，整理番号２番については，少しくくりがきついかと思う。情報教育を充実させる

ということと，ボランティア活動で子供の社会性が高まるということでは，どこが主題か



わからない。公共心の育成や奉仕・体験活動というふうにまとめるのはしんどいかと思う。 
 そういうふうに見ていくと，一括してしまえるものと，元のまま残しておいたほうがい

いだろうというものがあるような気がする。特に気づいたのは，２番の子供への情報教育

というところだが，もし情報教育というのを別立てしないのならば，上の施策の設問をそ

のままの「ボランティア活動などで，子供の社会性が高まっている。」というのでもいいの

ではないだろうか。 
 
 また，例えば整理番号４番も少しまとめるのがきついと思う。まとめてしまってもいい

のだが，これは環境問題というのは表に出さないで，「公共交通機関を利用する人が増えて

いる」とし，その基礎としてパーク・アンド・ライド等の交通政策があるということなの

だろうが，元のニュアンスと若干違ってきており，それでもいいと判断するのかというと

ころが難しい。 
 
 踏襲しなければならないということはないので，新たな設問のほうがよりいいとなれば，

情報のところを切ってしまって，一括していいかと思う。 
 
【山岡委員】 
 情報というものでひとくくりにするような設問はあるのか。各局に分かれているからそ

のような問題が出てくるのだと思う。各局ではなく，総合企画局で情報化についての一つ

の大きな設問をつくるというのも手である。 
 
【事務局】 
 資料２－２の施策比較表を見てほしい。例えば２番では，施策番号１１３２と２３３６

があり，それぞれの右側に，基本計画の再掲部分ということで，下線を引いている。２番

では，２３３６の下線を引いている３行の部分が１１３２のウの（ウ）の中に吸収される。

４番では，１３４５と２３２４があり，ＴＤＭ施策，ＩＴＳ等の基本計画の記述部分がほ

とんど類似している。このようなことを原局と検討し，設問を一括したらどうだろうかと

考えた。 
 
【河村委員】 
 ということは，資料２－２の１１３２の施策と２３３６の施策を比較すると，昨年の設

問では，１１３２では，どちらかというと，この基本計画の再掲のうちのウの（ウ）に対

しての設問というよりは，イの「豊かな人間性とたくましさを育む教育の推進」に対応し

た設問であり，２３３６の方はこのままの「コンピュータを扱う」に対応した設問なのか。

今度の一括評価では，１１３２の場合は，ウの（ウ）と下をくっつけるということか。こ

れは問題ないが，もとの設問がイに対応するものであったから，そこで無理が生じている。

これは１１３２のどこを市民生活実感調査で問いたいのか，何を評価するのかというだけ

の問題だと思う。客観指標は同一の「教員のパソコン指導可能率」で問題ないので，施策



のどこを聞くかというところに戻って考えてみたらいいと思う。 
 
【新川会長】 
 何もかも聞くわけにはいかないので，市民生活実感調査の中で明らかにしなければなら

ないものとして何を選ぶかということだと思う。１１３２の趣旨に沿った設問に基本的に

はなればいいと理解する。市民生活実感調査だけで最終評価をするわけでなく，これはあ

くまでも重要な参考資料の１つである。 
 
 先ほど山岡委員から話があったが，高度情報化については，資料５の１１ページ目，Ｑ

８１の設問が「情報通信技術をだれもが利用しやすい。」という情報化についての大きな質

問になっている。これですべての情報化に関する質問を一括して聞いてしまえるというわ

けではないが，何でも聞けばいいということではないので難しい。 
 
【菅原委員】 
 今更だが，この市民生活実感調査は，質問一つ一つが施策に対応してつくられているが，

なぜでそうなったのか。もっと大きく，政策とリンクするような設問にすれば，今のよう

な問題はなくなる気がする。人々の生活実感は，項目の一個一個には関わりがあるだろう

が，もっと漠然としたものだと思うので，もう少し大きいくくりにしても良いのではない

かというのが昨年からの疑問である。政策について，その政策がうまくいっているかどう

かを直接聞くようにして，更にその政策における施策の情報を提供すれば，聞いているこ

との不一致もなくなる。個別の施策の評価を見ると，市民生活実感評価と客観指標評価の

結果がすごく離れているものがある。何かを変えなければならないと思うが，合わせられ

る客観指標が見つけられなければ，市民生活実感調査をもう少し大きなくくりに変えても

いいのではないか。 
 
【新川会長】 
最初から係わっていた立場で少し話をしたい。一つは，市民生活実感調査を政策レベルで

するか，施策レベルでやるかについては，当初，議論になった。ただ，政策レベルになる

と，大きな項目になってしまうので，確かに全体の印象的なものは出るが，日常的に感じ

ている範囲内で，しかも，ある程度具体的に市民がどう感じているのかというのを考えて

いくときに，やはり施策のレベルで設問をするのが，一番答えも出しやすいし，逆に評価

にも役に立つのではないかということでこういう形になった。また，政策の体系でいうと

一番上のレベルで，「一人一人が個人として尊重されていると思いますか，思いませんか」

というような聞き方をして，それで果たして評価としてどれぐらい役に立つのかという議

論もあった。 
 
 もう一つ，市民生活実感調査の結果と客観指標による評価の結果とがかなりずれてくる

ということについては，実はこれも当初議論があった。それは，市民生活実感調査の中で，



市民が感じている中身には，この分野がとっても大事で，そのわりにはやってないという

ような，そういう印象のものと，それから，実はあまり関心もないけどまあまあうまくい

っているのじゃないのというようなものとがあり，要するに答える人の関心度とか重要度

などから，幾つか違った尺度で，設問に対する回答がされる可能性があるので，もう少し

明確に分けて考えないといけないのではという議論があった。やや中途半端と言われれば

そうかなという反省もあるが，それが市民生活実感評価と客観評価のずれが生じてきてい

る大きな要因にはなっていると思う。 
 
【菅原委員】 
 よくわかった。特に市民生活実感評価と客観指標評価のずれについてだが，あまりにも

２つの評価がかけ離れたままという施策があれば，客観指標は目標値を設定してやってい

るものの，住民のニーズと違う方向を向いているということになるので，どうしてそうな

ったと思うかというのを悪い評価をした人に聞くことができればいいと思う。全部は無理

だが，２，３年ギャップが続いた施策については，そういうやり方で手法を見直していく

のも一つの手であると思う。 
 
【新川会長】 
 いいアイデアだと思う。我々の方ではなく，むしろそれぞれの担当局で，ずれてきてい

るものについては，その原因についてきちんとフォローをすればいい。どうして自分たち

が設定した客観的な指標と，市民の評価がこんなにずれているのかということを，やはり

分析をし，説明する多少の責任がそれぞれの局にあるかと思う。このことについては１７

年度以降，検討してもらえるとありがたい。 
 
 それでは，次に，調査方法の変更も含めて，事務局のほうから今年度の方針を説明願う。 
 
【事務局】 
 別紙２により説明（略） 
 
【新川会長】 
 設問が変わるということと，それから，調査の方式も少し変更するということで，今年

度の方針案について話があった。河村先生，統計的にはどうか。これまでの結果との連続

性という問題があるか。 
 
【河村委員】 
 あくまで３,０００という前提が決まっているなら，２つに分けて 1,５００のほうが，回

収率が低くても実数が増えるので分析には問題はない。平成１６年度調査で３種類の回答

率に４％の差があるのは，それ自体はそれほど気にする差ではないと思う。１，５００に

なるといろんな分析も可能となる。 



 
 昨年度３９問あったアンケートＣが４３％の回答率であったことを見ると，設問数が４

７に増えても設問が多いことで大変になるということはないと思う。 
 
設問の振り分けについて，全体を奇数番号と偶数番号分に分けて，ある程度薄く広くとい

う設問になると思うが，そのほうがかえっていいかもしれないなと思う。単純な振り分け

ではなく，分けた後で，重なっているものがないかとかいうことに少し配慮すればいいの

ではないかと思う。 
 
【新川会長】 
 今，河村先生からは，案２で今年はやってみてはどうかという意見をいただいた。ペー

ジ数で言えば，１枚増えるというイメージであり，これぐらいなら大丈夫ではないだろう

か。 
 それから，従来３つに分けていたのは，ひとまとまりのほうが回答しやすいのではない

かという気持ちもあって分けたのだが，それでは無作為抽出で選んだ市民の関心からする

と逆にゆがみがあったかもしれない。 
 
特にその他，意見がなければ，全体を２組に分けて，１，５００人ずつの方にお願いする

ということにする。設問の分け方も，順番に分ける方法でやっていただくことにする。た

だ，一つだけ河村先生からあったのは，あまり似た設問が集まる傾向になると，せっかく

分けた意味がなくなるということなので，それについては事務局のほうに配慮願う。 
 
 市民生活実感調査の質問について，それから調査の方法について，いろいろ意見をいた

だいたが，その他，何か言い漏らしていることがあったらお願いする。 
【木田委員】 
 先ほどの菅原委員の発言を聞きながら思ったが，答えがＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅまであり，

Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄまでの回答は納得という感じだが，Ｅというのは具体的に何かがあって，

よほどの思いがあり，「そう思わない」ときつく言い切っているのだと思う。そこで，「そ

う思わない」理由を具体的に聞いて，後で役に立てるということは，調査の目的の範囲を

超えるかもしれないが，役に立つのではないか。アンケート票の最後に自由に書く欄とい

うのがあるので，「そう思わない」という回答をした場合は，そこに理由を書いてください

というコメントがあればいいと思う。 
 
【事務局】 
 逆にＡの場合も考えられる。 
 
【木田委員】 
 アンケートに答える人の心理から言えば，いいことを言えば自分も楽だし気持ちいいこ



となのだが，「そう思わない」というぐらいまでになると，何かが具体的な理由があるので

はないかと思う。 
 
【事務局】 
 施策に生かす上では「そう思わない」の中身を書いてもらえると助かる。 
 
【河村委員】 
 昨年の自由回答欄についてはまとめているのか。 
 
【事務局】 
 まとめている。各局にも施策の参考にしてもらうよう，その要約したものを配っている。 
 
【新川会長】 
 少し自由回答欄の回答方法について意見が出ている。自由回答欄での工夫なので，あま

り回答自体のゆがみということにはならないと思う。 
 
 そのほか，何かあるか。 
【菅原委員】 
 
 非常に個人的な希望になるが，できればこのアンケートを，郵送とインターネットの両

方で回答できればうれしい。あまり近くにポストがない人や勤めている人などは，ついつ

い忘れてしまうということもあると思うので，インターネットでもできるというようにし

てはどうか。 
 
 それとは別に，行政評価のページにかなりの数のアクセスがあるということであれば，

アンケートに答えてくださいというのとは別に，意見や提案を聞くアンケートのページが

あってもいいかと思う。何度もアクセスできたりするため，発言するために個人情報を登

録してからでないとできないようにすれば，それも防げると思う。京都市の政策のページ

でもアンケートにリンクをはっておけば，アクセスする人に偏りがあるかもしれないが，

使えることもあるのではないかと思う。 
 
【新川会長】 
 いい提案だと思う。特にインターネットになれ親しんでいる世代の方にはいいかもしれ

ない。それなりに数も集まるし，自由に誰でも回答できる方式で，京都市ホームページ，

あるいは政策評価のページにリンクを張って回答してもらうというやり方はある。 
 
 
 



【河村委員】 
 いい提案だと思う。ただし，インターネットの場合は，アンケート調査票にＵＲＬを書

いておいて，アクセスパスワードを入れておき，郵送で返信する代わりに，インターネッ

トで回答してもらうということになる。インターネット利用世代というのに偏りがあるの

で，これはどうしても母数に偏りが出てくるが，技術的なところをクリアしていけば非常

におもしろいと思う。両方で得た結果をどう利用するかというのが問題ではある。 
 
【新川会長】 
いろいろ意見が出た。多少修正しなければならないところもあるし，原局との検討も必要

なところもあるかと思うが，今日の評議会の意見を踏まえ，１７年度の評価の作業とアン

ケート調査を進めてもらえばと思う。これで議事のほうはよろしいか。 
 
 それでは，本日の議事については，以上で終わりたいと思う。 
 
 事務局から何かあればお願いする。 
 
４ その他・閉会 
 
【事務局】 
 市民生活実感調査についての日程等をお知らせする。５月１２日に調査票を郵送し，５

月２３日に礼状兼督促状を送付，５月３０日をもって調査期間を終了したいと思う。また，

今回から，昨年度作成した京都市政策評価制度についてのパンフレットを同封し，市民に

制度の理解を深めもらおうと考えている。 
 
【山岡委員】 
 最後に，市民生活実感調査の文言で少し気なっているところがある。「～というまちにな

っている」「～という社会になっている」というのが２つあって，恣意的にきちっと精査し

て使っているのか。精査していないのなら，整合性を持ったほうがいいと思う。 
 
【事務局】 
 確認する。 
 
【新川会長】 
 事務局は確認をお願いする。それでは，本日の政策評価制度評議会は以上にさせていた

だく。 
 
―― 了 ―― 
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